
- 215 -

財団法人東京都医学研究機構

第１ 監査対象の概要

１ 事 業 の 内 容

（１）事 業 の 概 要

財団法人東京都医学研究機構 以下 研究機構 という は 脳・神経系の研究 精神障害（ 「 」 。） 、 、

の原因・予防・治療等の研究、がん・感染症等の研究を総合的に行い、研究成果の普及と医学

の振興を図ることにより、都民の医療と福祉の向上に寄与することを目的としている。

なお、研究機構は、平成１１年４月に財団法人東京都臨床医学総合研究所に財団法人東京都

神経科学総合研究所及び財団法人東京都精神医学総合研究所が統合された団体であり、主とし

て次の事業を行っている。

ア 神経科学総合研究所（以下「神経研」という ）。

脳、神経及びその障害に関する基礎医学的研究、臨床医学的研究及び脳、神経障害者の社会

福祉に関する研究

イ 精神医学総合研究所（以下「精神研」という ）。

精神障害の本態、成因、予防及び治療に関する基礎医学的研究、臨床医学的研究及び精神的

健康の保持増進に関する研究

ウ 臨床医学総合研究所（以下「臨床研」という ）。

がん・感染症をはじめとする未解明の重要疾患の制御に関する研究及び健康科学に関する医

学的研究

エ 研究成果の普及に関する事業

（２）都 と の 関 係

都は、基本財産の３億円のうち１億円を出えんし、統合された財団法人東京都神経科学総合

研究所及び財団法人東京都精神医学総合研究所が各１億円出えんしている。

また、都は、研究機構に対し 「医学系総合研究所の助成等に関する条例 （昭和５６年東京、 」

都条例第４５号）に基づき、運営に要する経費、平成１２年度５５億１，５３６万余円、平成

１３年度５１億２，０２３万余円を補助するとともに、委託研究費として、平成１２年度

１００万余円、平成１３年度２，６００万余円を支出している。

なお、都は、表１の土地及び建物を研究機構に無償で使用許可している。
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（表１）使用許可施設の概要

(単位：㎡)

名 称 所 在 土 地 建 物 面 積

研究機構本部事務局 － 198.28新宿区西新宿２－８－ １ 都庁第一本庁舎３７階北側

神 経 研 4,469.57 10,814.71府中市武蔵台２－６ 府中病院敷地内

精 神 研 3,676.06 5,598.51世田谷区上北沢２－１ －８ 松沢病院敷地内

臨 床 研 2,711.04 15,185.13文京区本駒込３－１８ －２２ 駒込病院敷地内

２ 組 織

研究機構は、本部事務局を新宿区西新宿二丁目８番１号に置き、役員１５名（理事長１名、副

理事長１名 常務理事２名 うち常勤１名 理事９名 監事２名 及び職員３６５名 うち都派、 （ ）、 、 ） （

遣職員３４６名）をもって構成されている。

第２ 監査の範囲及び実地監査期間

１ 監 査 の 範 囲

平成１２年度及び平成１３年度の事業について実施した。

２ 実地監査期間

（１）健 康 局 平成１４年１２月３日及び１８日

（２）研 究 機 構 平成１４年１２月６日から同月１７日まで

第３ 監 査 の 結 果

１ 経営状況について

（１）事業実績

ア 研究事業

（ア）経常研究

経常研究は、研究機構の研究活動の基幹となるもので、各研究部門がその専門領域におい

て独自に課題を設定し、実施する研究である。

（イ）特別研究

特別研究は、緊急、かつ、重要な課題等を、各研究所の研究課題選定委員会において選定

し、実施する医学研究機構プロジェクト研究及び医学研究機構都立病院等共同研究と、行政

の示す課題について行う研究がある。行政の示す課題については、平成１２年度にアトピー

性疾患を、平成１３年度からは、ディーゼル車排気ガスと花粉症の関連に関する発症メカニ

ズムの調査研究を実施している。

（ウ）各研究所と都立病院等との共同研究

研究成果を臨床の場等に効果的に還元するために、各研究所が都立病院等と共同で行う研
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究である。

（エ）受託研究

都健康局、厚生労働省国立感染症研究所等からの受託による研究である。

（オ）受託事業

、 （ ） 、 。脳の世紀実行委員会から 世界脳週間参加事業 講演会 を受託し 実施したものである

平成１３年度の研究事業の事業実績は、表２のとおりである。

（表２）研究事業実績の概要

経常 神経研 発生形態部門 ２３研究部門 ４４課題神 経 系の発生と再生 の分子メカニズム 等

研 精神研 精神分裂病部門 １５研究部門 ４９課題精神分裂病脳に特 徴 的に発現している 遺伝子の検索等

研究 臨床研 生命情報部門 糖鎖情報の解読等 １８研究部門 ６６課題

神経研 機構 研究 ２課題プロジェクト 統合生理部門 大脳基底核疾患の分子構造とニューロン機構等 ２研究部門

特別 １課題機構都立病院等共同研究 臨床神経病理部門 難治性てんかんの先進的高度医療の 推進に関する研 究

精神研 機構 研究 ２課題プロジェクト ストレス 障害部門 ストレスによる精神障害の発生機序 とその予防法等 ２研究部門

近赤外線脳機能計測の臨床応用 １課題機構都立病院等共同研究 脳機能解析部門

究 機構 研究 ２課題プロジェクト 臨床遺伝学部門 糖蛋白質の構造－機能相関と分子設計等 ２研究部門

研究 臨床研 １課題機構都立病院等共同研究 実験動物部門 東 京 都を対象としたアレルギー性疾患 の遺伝子の多型 と発現解析

２課題ディーゼル車排気ガスと花粉症関連調査研究 実験動物部門 スギ花 粉アレルギー動 物の作用と応 用 等

神経研 プロジェクト研究 ３課題臨床神経病理部門 解離性動脈瘤発生 に関する基礎的研究等 ２研 究 部 門

７課題各研究所 経常研究の中 の共同研究 臨床神経病理部門 重症心身障害・発達期脳障害の臨床病理学的研究等 ４研究部門

精神研 共同研究 １１課題と都立病 老年期精神疾患部門 痴呆性疾患の臨床神経病理学的検討等 ６研 究 部 門

事 ５課題院等との 経常研究の中 の共同研究 睡眠障害部門 断眠 、薬物、精神神経疾患等によるヒ トの睡眠変化等 ３研究部門

共同 臨床研 共同研究 ７課題分子制御部門 骨吸収におけるカルパイン の役割等 ７研 究 部 門

研究 ２課題経常研究の中 の共同研究 感染生体防御部門 ウイルス の病原性発現機構 および細胞死の 分子機構の解 析 等 ２研 究 部 門

受託 神経研 心理学部門 ８研究部門 ９課題サル のワーキングメモリー機構の機能的構造の解析等

精神研 ストレス障害部門 ４研究部門 ５課題外 傷 後ストレス障害 のｆＭＲＩによる 脳画像診断法の 研究等

研究 臨床研 腫瘍細胞部門 ７研究部門 １１課題免疫応答の細胞分化 における遺伝子発現制御等

業 受 託 事 業 神経研・精神研 脳の世紀実行委員会受託講演会

「環境の中の脳と心その２」

イ 普及事業

普及事業の内容は、①交流活動、②産業界との連携活動、③普及活動であり、平成１３年度

の事業実績は、表３のとおりである。
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（表３）普及事業実績の概要

普 交流 神経研 プロジェクト研究報告会７回等 ８事業 ４７３人

精神研 精神研セミナー９回等 ７事業 ７７３人

活動 臨床研 臨床研セミナー１６回等 １０事業 ６７１人

及 産業界との 研究交流フォーラム開催 １３０人

連 携 活 動 研究シーズ集の作成 ２００部

本 部 パンフレットの作成 １，５００部

事 普及 事務局 アトピー性疾患講演会の開催 ４１１人

神経研 年報の発行７００部等 １１事業

活動 精神研 年報の発行７００部等 １２事業

業 臨床研 研究報告集の発行５００部等 ９事業

（２）収支状況

平成１２年度及び平成１３年度の収支状況は、別表１比較収支計算書のとおり、収入、支出

とも同額であり、平成１２年度５６億４，７５５万余円、平成１３年度５３億２，４２０万余

円となっている。収入と支出が同額となっているのは、運営に要する経費の収支不足額を都の

補助金により補てんしていることによるものである。

平成１３年度の収入は、都からの補助金収入が５１億２，０２３万余円、基本財産運用収入

が４８１万余円、受託に係る事業収入が１億８，７４１万余円、受取利息等の雑収入が１，１

７４万余円となっている。

これを前年度に比較してみると、事業収入が７，０６２万余円（６０．５％）増加したもの

、 ， （ ． ） 、 、の 補助金収入が３億９ ５１３万余円 ７ ２％ 減少したことなどにより 収入総額では

３億２，３３５万余円（５．７％）減少している。

平成１３年度の支出は、事業費が５１億５，８３９万余円、管理費が１億６，５８０万余円

となっている。

これを前年度に比較して見ると、管理費が、財務会計システムの導入等により１８９万余円

（ ． ） 、 、 ， （ ．１ ２％ 増加したものの 事業費が 運営体制の見直しにより３億２ ５２４万余円 ５

） 、 、 ， （ ． ） 。９％ 減少したことにより 支出総額では ３億２ ３３５万余円 ５ ７％ 減少している

（３）財政状態

平成１２年度末及び平成１３年度末における財政状態は、別表３比較貸借対照表のとおりで

ある。

平成１３年度末の資産合計は１２億６，０２８万余円、負債合計３億８，３８５万余円、正

味財産８億７，６４２万余円となっている。

資産は、前年度と比較して３，４４９万余円（２．８％）増加している。これは流動資産が

４８３万余円 １ ３％ 固定資産が２ ９６５万余円 ３ ５％ それぞれ増加したことに（ ． ）、 ， （ ． ）

よるものである。
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負債は、前年度と比較して４８３万余円（１．３％）増加している。これは、都補助金返還

金が４７０万余円（５．９％）増加したことなどによるものである。

なお、正味財産の内訳は、別表２比較正味財産増減計算書のとおりである。

以上、研究機構の経営状況について述べてきたが、事業は、別項指摘事項を除き、出えん及

び補助の目的に沿って適正に執行されていると認められる。

２ 指 摘 事 項

（１）財 団 関 係

ア 固定資産にかかる会計処理を適正に行うべきもの

臨床研では、平成１３年度に、パーティション設置工事を、表４のとおり実施している。

ところで、財団法人東京都医学研究機構財務規程第３３条で、耐用年数１年以上で取得価格

２０万円以上の器械および備品を有形固定資産とし、同第３４条で固定資産台帳を備え、適正

に管理しなければならないとしているにもかかわらず、設置工事で取得した間仕切りを固定資

産台帳に登録せず、正味財産増減計算書及び貸借対照表にその取得価格が、未計上となってい

るのは適正でない。

研究機構は、固定資産にかかる会計処理を適正に行われたい。

（表４）

工 事 件 名 契 約 先 取 得 価 格

炎症パーティション設置工事 Ａ ９８５，３６２円

５２２室パーティション設置工事 Ｂ ３２５，５００円



（別表１） （単位：円、％）

平成１３年度 平成１２年度　　　　　　　　　増　　　  （△）　　　減

科 目 金　　　　額 率

（Ａ） （Ｂ） (C)=(A)－(B) (C/B)×100

収                                        入

4,810,619 4,994,277 183,658△        △ 3.7

基 本 財 産 利 息 収 入 4,810,619 4,994,277 183,658△        △ 3.7

187,417,735 116,791,000 70,626,735 60.5

受 託 事 業 収 入 187,417,735 116,791,000 70,626,735 60.5

5,120,232,516 5,515,367,845 395,135,329△    △ 7.2

都 補 助 金 収 入 5,120,232,516 5,515,367,845 395,135,329△    △ 7.2

11,742,450 10,404,368 1,338,082 12.9

受 取 利 息 356,103 1,506,084 1,149,981△      △ 76.4

雑 収 入 11,386,347 8,898,284 2,488,063 28.0

5,324,203,320 5,647,557,490 323,354,170△    △ 5.7

支                                        出

5,158,394,952 5,483,642,685 325,247,733△    △ 5.9

職 員 費 3,377,012,786 3,615,339,522 238,326,736△    △ 6.6

研 究 費 577,513,543 573,419,902 4,093,641 0.7

研 究 事 業 費 1,184,836,749 1,274,562,213 89,725,464△     △ 7.0

普 及 事 業 費 19,031,874 20,321,048 1,289,174△      △ 6.3

165,808,368 163,914,805 1,893,563 1.2

職 員 費 111,850,107 114,025,644 2,175,537△      △ 1.9

事 務 費 53,958,261 49,889,161 4,069,100 8.2

5,324,203,320 5,647,557,490 323,354,170△    △ 5.7

0 0 0             0

0 0 0             0

比　較　収　支　計　算　書 

事 業 収 入

事 業 費

補 助 金 収 入

雑 収 入

収 入 合 計 （ A )

支 出 合 計 （ B )

基 本 財 産 運 用 収 入

当期収支差額（A)－（B)

次 期 繰 越 収 支 差 額

管 理 費
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（別表2）    （単位：円、％）

平 成 1３ 年 度 平 成 1２ 年 度 比較増△減額 増減率

　(Ａ） 　（Ｂ） （Ｃ)＝(Ａ－Ｂ） （Ｃ/Ｂ）

191,743,577 143,072,863 48,670,714 34.0

105,688,327 87,550,935 18,137,392 20.7

0 3,342,350  3,342,350△      △ 100

86,055,250 52,179,578 33,875,672 64.9

162,087,901 150,264,540 11,823,361 7.9

0 115,000  115,000△        △ 100

12,451,648 12,011,718 439,930 3.7

2,607,034 0 2,607,034 　 　　-

146,804,652 137,823,405 8,981,247 6.5

154,577 244,427  89,850△         36.8△  

69,990 69,990 0       0

29,655,676 △ 7,191,677 36,847,353  512.4△ 

846,766,726 853,958,403  7,191,677△      0.8△   

876,422,402 846,766,726 29,655,676 3.5

車 両 運 搬 具 受 贈 額

備 品 受 贈 額

比較正味財産増減計算書

科　　　　　　　目

資 産 増 加 額

備 品 購 入 額

資 産 減 少 額

期末正味財産合計額

当期正味財産増減額

車 両 運 搬 具 廃 棄 額

備 品 廃 棄 額

備 品 減 価 償 却 額

特 許 権 減 価 償 却 額

実用新案権減価償却額

車両運搬具減価償却額

前期繰越正味財産額
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（別表3）    （単位：円、％）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

平 成 13年 度 平 成 12年 度 比較増△減額 増減率

　(Ａ） 　（Ｂ） （Ｃ)＝(Ａ－Ｂ） （Ｃ/Ｂ）

383,858,733 379,024,383 4,834,350 1.3

369,779,451 367,587,765 2,191,686 0.6

14,079,282 11,436,618 2,642,664 23.1

876,422,402 846,766,726 29,655,676 3.5

300,000,000 300,000,000 0        0

投 資 有 価 証 券 179,277,840 179,874,840  597,000△            0.3△   

定 期 預 金 0 120,125,160  120,125,160△        △  100

普 通 預 金 120,722,160 0 120,722,160 　 　　－

576,422,402 546,766,726 29,655,676 5.4

車 両 運 搬 具 735,316 3,342,350  2,607,034△          78.0△  

備 品 570,989,326 538,502,049 32,487,277 6.0

特 許 権 497,026 651,603  154,577△            23.7△  

実 用 新 案 権 108,858 178,848  69,990△             39.1△  

電 話 加 入 権 4,091,876 4,091,876 0        0

1,260,281,135 1,225,791,109 34,490,026 2.8

平 成 1３年 度 平 成 1２年 度 比較増△減額 増減率

　(Ａ） 　（Ｂ） （Ｃ)＝(Ａ－Ｂ） (Ｃ/Ｂ）

383,858,733 379,024,383 4,834,350 1.3

287,315,797 287,260,847 54,950 0.0

83,885,484 79,181,155 4,704,329 5.9

12,657,452 12,582,381 75,071 0.6

預 り 金 12,657,452 12,582,381 75,071 0.6

383,858,733 379,024,383 4,834,350 1.3

876,422,402 846,766,726 29,655,676 3.5

(300,000,000) (300,000,000) (0)        0

(29,655,676) (△7,191,677) (36,847,353) (△512.4)

1,260,281,135 1,225,791,109 34,490,026 2.8

　　　　　　　　（正味財産の部）

正 味 財 産

　　　（うち基本金）

　　　（うち当期正味財産増加額）

（負債の部）

未 払 金

流 動 負 債

科　　　　　　　目

現 金 預 金

未 収 入 金

負 債 及 び 正 味 財 産 合 計

固 定 資 産

都 補 助 金 返 還 金

そ の 他 固 定 資 産

基 本 財 産

負 債 合 計

そ の 他 の 流 動 負 債

流 動 資 産

比 較 貸 借 対 照 表

資 産 合 計

負　債　及　び　正　味　財　産　の　部

科　　　　　　　目
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株式会社東京交通会館

第１ 監査対象の概要

１ 事 業 の 内 容

（１）事 業 の 概 要

株式会社東京交通会館（以下「会社」という ）は、昭和３８年６月に設立され、交通局所。

有部分及び公共駐車場並びにこれらに必要な施設を包含した東京交通会館ビルディング（以下

「交通会館ビル」という ）を建設管理するとともに、次の事業を行っている。。

ア 不動産の所有、管理及び貸借

イ 不動産の管理及び貸借の受託

ウ 公共駐車場の経営等

（２）都 と の 関 係

都は、会社の資本金４億円のうち１億９，９８５万円を出資するとともに、交通会館ビルの

敷地のうち都所有部分の４，８８０．３８ｍ 並びに都営地下鉄新宿線の一之江、瑞江及び篠２

崎の各駅ビルの敷地５，１９３．１５ｍ を有償で貸し付けている。また、都は、交通会館ビ２

ルの都所有部分について、賃貸管理業務を平成３年５月１日から会社に委託している。

２ 組 織

会社は、事務所を千代田区有楽町二丁目１０番１号に置き、役員８名（代表取締役社長１名、

代表取締役副社長１名、代表取締役専務１名（非常勤 、代表取締役常務１名、取締役２名（う）

ち１名非常勤 、監査役２名（非常勤 ）及び社員５４名で、３部をもって構成されている。） ）

第２ 監査の範囲及び実地監査期間

１ 監 査 の 範 囲

平成１２年度（第６８期）及び平成１３年度（第６９期）の事業について実施した。

２ 実地監査期間

（１）交 通 局 平成１４年１２月９日及び１８日

（２）会 社 平成１４年１２月１２日、１３日及び１７日
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第３ 監 査 の 結 果

１ 経営状況について

（１）事業実績

会社は、千代田区有楽町二丁目１３番１号（都及び三菱地所株式会社の所有地）に所在する

交通会館ビル（地上１５階地下４階、しゅん工昭和４０．６．１８）並びに都営地下鉄新宿線

、 、 、 。の一之江 瑞江及び篠崎の各駅ビルを都と区分所有し 各ビルの賃貸 管理業務を行っている

なお、会社及び都が区分所有している交通会館ビルの床面積は、表１のとおりである。

（表１）交通会館ビル区分所有面積

（単位：ｍ 、％）２

所有者 専有部分 共用部分 合 計 持分比率

会 社 36,144.25 11,793.67 47,937.92 73.59

都 12,974.05 4,232.51 17,206.56 26.41

合 計 49,118.30 16,026.18 65,144.48 100

会社は貸室、展示会場及び駐車場の貸付けを行っており、事業実績は、表２、表３及び表４

のとおりである。

（表２） 貸室年度別貸付状況

年度 区 分 事務所 店 舗 倉 庫 計

平成 貸付対象面積(m )(A) 8,889.4 10,152.4 2,469.4 21,511.22

交 １２ 貸付面積(m )(B) 8,568.6 9,861.0 1,798.8 20,228.42

通 年度 貸付率(%)(B/A) 96.4 97.1 72.8 94.0

会 収入金額(千円) 1,056,587 1,147,180 102,507 2,306,274

館 平成 貸付対象面積(m )(A) 8,885.1 10,111.1 2,384.6 21,380.82

ビ １３ 貸付面積(m )(B) 8,811.4 9,915.4 1,809.0 20,535.82

ル 年度 貸付率(%)(B/A) 99.2 98.1 75.9 96.0

収入金額(千円) 1,030,187 1,149,797 104,202 2,284,186

平成 貸付対象面積(m )(A) 1,501.3 10,531.4 121.8 12,154.52

１２ 貸付面積(m )(B) 885.2 10,394.8 101.6 11,381.62

駅 年度 貸付率(%)(B/A) 59.0 98.7 83.4 93.6

ビ 収入金額(千円) 27,390 301,897 2,560 331,847

ル 平成 貸付対象面積(m )(A) 1,501.3 10,531.4 121.8 12,154.52

１３ 貸付面積(m )(B) 1,034.6 10,370.5 101.6 11,506.72

年度 貸付率(%)(B/A) 68.9 98.5 83.4 94.7

収入金額(千円) 29,792 298,323 2,560 330,675

（注）１ 駅ビルは、一之江、瑞江及び篠崎３駅の合計である。

２ 貸付対象面積及び貸付面積は、各期毎の平均である。
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（表３）交通会館の展示会場・催事場の年度別貸付状況

年 度 区 分 展示会場 催事場 計

面 積 (m ) 2,127.8 587.1 2,714.92

平成１２年度
収入金額(千円) 367,368 121,955 489,323

面 積 (m ) 2,127.8 578.8 2,706.62

平成１３年度
収入金額(千円) 356,444 119,913 476,357

（表４）駐車場年度別貸付状況

年 度 区 分 月ぎめ 時間貸 計

交 台 数 （台） 52 63,173 －
通 平成１２年度
会 収入金額（千円） 38,746 68,439 107,185
館
ビ 台 数 （台） 42 64,053 －
ル 平成１３年度

収入金額（千円） 31,608 65,542 97,150

駅 台 数 （台） 33 － －
平成１２年度

ビ 収入金額（千円） 7,266 － 7,266

ル 台 数 （台） 23 － －
平成１３年度

収入金額（千円） 4,958 － 4,958

また、会社は、平成３年５月１日に、交通会館ビルの都専有部分（貸室１０，１５９．２８

ｍ 、駐車場１，４２４．０３ｍ ）について賃貸管理業務の協定を締結しており、受託料は、２ ２

賃料及び駐車場料金の総額の５％となっている。

各年度別の賃貸管理業務に係る受託料の収入実績は、表５のとおりである。

（表５）賃貸管理業務の受託料の収入実績

年 度 貸室賃貸管理業務 駐車場管理業務 合 計

平成１２年度 44,521千円 1,324千円 45,846千円

平成１３年度 50,635 1,197 51,833

（２）経営成績

平成１２年度及び平成１３年度の経営成績は、別表１比較損益計算書のとおりであり、平成

１２年度が４億３，８２４万余円の当期利益、平成１３年度が４億７，５９８万余円の当期利

益となっている。

営業収益は４４億２，５７２万余円で、前年度（４２億８，３６９万余円）に比べ１億４，

２０２万余円（３．３％）増加している。
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営業費用は３５億６，６１８万余円で、前年度（３３億９，７３２万余円）に比べ１億６，

８８５万余円（５．０％）増加している。これは、一般管理費が減少したものの、地域冷暖房

導入に伴う熱源費が１億３，１８１万余円増加したことなど、営業経費が増加したことによる

ものである。

この結果、営業損益は、８億５，９５３万余円の営業利益となっており、前年度（８億８，

６３７万余円）に比べ２，６８３万余円（３．０％）減少している。

営業外収益は、１，６７１万余円で、前年度（２，４３８万余円）に比べ７６６万余円（３

． ） 。 、 。１ ４％ 減少している これは 主に受取利息及び雑収入が減少したことによるものである

営業外費用は４，３４８万余円で、前年度（１億１，５９４万余円）に比べ７，２４５万余

円（６２．５％）減少している。これは、支払利息が増加したものの、前年度においてゴルフ

会員権評価損９，１９０万円を計上した雑損失が減少したことなどによるものである。

、 、 ， 、 （ ，以上の結果 経常損益は ８億３ ２７７万余円の経常利益となっており 前年度 ７億９

４８１万余円）に比べ３，７９６万余円（４．８％）増加している。

、 、 、 。なお 会社は平成１２年度 平成１３年度ともに 一株につき１６０円の配当を行っている

経営成績を示す経営比率は表６のとおりである。

（表６）経営比率

平成 9年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 算 式

営業利益
経営資本営業利益率(％) ６．９ ７．２ ６．４ ５．７ ３．１

経営資本
営業利益

営業収益営業利益率(％) ２３．５ ２４．８ ２３．３ ２０．７ １９．４
営業収益
営業収益

経営資本回転率(回) ０．２９ ０．２９ ０．２７ ０．２８ ０．１６
経営資本
総 費 用

総費用対総収益比率(％) ７６．８ ７４．８ ７６．５ ８１．６ ８１．３
総 収 益

（注）経営資本＝総資本－（建設仮勘定＋投資）

（３）財政状態

平成１３年度の財政状態は、別表２比較貸借対照表のとおり、資産２７８億２，６３３万余

円、負債１７４億３，４８８万余円、資本１０３億９，１４４万余円となっている。

資産は 前年度 １６０億４ ９９３万余円 に比較して１１７億７ ６３９万余円増加 ７、 （ ， ） ， （

． ） 。 、 、「 」３ ４％ している これは 固定資産において 有楽町駅前地区第一種市街地再開発事業

に参画するため、事業予定地域内の都有地２，１３７．５８ｍ を購入したことなどによるも２

のである。

、 （ ， ） ， （ ．負債は 前年度 ５９億８ ９４７万余円 に比較して１１４億４ ５４１万余円 １９１
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１％）増加している。これは、固定負債及び流動負債において、都有地購入のため長期借入れ

（１０８億円）及び短期借入れ（７億円）を行ったことなどによるものである。

、 （ ， ） ， （ ． ）資本は 前年度 １００億６ ０４６万余円 に比較して３億３ ０９８万余円 ３ ３％

増加している。

財政状態を示す財務比率は表７のとおりである。

（表７）財務比率

平成 9年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 算 式

流動資産
流動比率(％) ４３．８ １１３．２ １８３．９ ２０７．５ ９６．７

流動負債
自己資本

自己資本構成比率(％) ５６．３ ５９．１ ６１．３ ６２．７ ３７．３
総資本
固定資産

固定長期適合率(％) １０４．６ ９９．１ ９５．１ ９３．１ １００．２
長期資本

（注）１ 自己資本＝資本金＋法定準備金＋剰余金

２ 長期資本＝資本金＋法定準備金＋剰余金＋固定負債

以上、会社の経営状況について述べてきたが、平成１３年度の経営成績及び財政状態は、前

年度に引き続き良好なものとなっている。



（別表１）比 較 損 益 計 算 書

（単位：円、％）

平成１３年度 平成１２年度

(A－B)/B

（Ａ） （Β） ×100

営　業　収　益 4,425,722,657 4,283,697,300 142,025,357 3.3

建物賃貸収入 3,195,727,703 3,241,896,129　△ 46,168,426　△ 1.4

雑 収 入 1,229,994,954 1,041,801,171 188,193,783 18.1

営　業　費　用 3,566,185,146 3,397,326,092 168,859,054 5.0

営業経費 3,102,235,980 2,894,340,521 207,895,459 7.2

一般管理費 463,949,166 502,985,571　△ 39,036,405　△ 7.8

営 業 損 益 859,537,511 886,371,208　△ 26,833,697　△ 3.0

営  業  外  収  益　 16,719,622 24,382,064　△ 7,662,442　△ 31.4

受取利息 2,785,919 5,768,279　△ 2,982,360　△ 51.7

雑収入 13,933,703 18,613,785　△ 4,680,082　△ 25.1

営  業  外  費  用 43,482,873 115,941,536　△ 72,458,663　△ 62.5

支払利息 10,329,288 5,629,368 4,699,920 83.5

雑損失 33,153,585 110,312,168　△ 77,158,583　△ 69.9

経 常 損 益 832,774,260 794,811,736 37,962,524 4.8

税引前当期利益 832,774,260 794,811,736 37,962,524 4.8

法人税、住民税及び事業税 374,591,393 414,760,955　△ 40,169,562　△ 9.7

法人税等調整額 △ 17,798,027 △ 58,198,799 40,400,772　△ 69.4

当期利益 475,980,894 438,249,580 37,731,314 8.6

前期繰越利益 129,463,526 136,213,946　△ 6,750,420　△ 5.0

中間配当 64,000,000 64,000,000 0      0  

当期未処分利益 541,444,420 510,463,526 30,980,894 6.1

増 （△） 減

金  　　額

（Ａ－Ｂ）

     科　　　　目 金  　　額 金  　　額
率
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（別表２）比 較 貸 借 対 照 表

（資産の部） （単位：円、％）

(A－B)/B

×100

流　動　資  産 1,524,352,758 5.5 2,012,510,724 12.5　△ 488,157,966　△ 24.3

預金及び現金 1,045,806,118 3.8 758,007,165 4.7 287,798,953 38.0

未  収  入  金 91,260,831 0.3 95,015,892 0.6　△ 3,755,061　△ 4.0

有  価  証  券 308,271,658 1.1 1,127,262,117 7.0　△ 818,990,459　△ 72.7

貯    蔵    品 690,164 0.0 788,022 0.0　△ 97,858　△ 12.4

前  払  費  用 62,823,987 0.2 24,937,528 0.2 37,886,459 151.9

短 期 貸 付 金 15,500,000 0.1 6,500,000 0.0 9,000,000 138.5

固　定　資　産 26,301,978,348 94.5 14,037,423,002 87.5 12,264,555,346 87.4

有 形 固 定 資 産 22,501,931,622 80.9 10,249,541,683 63.9 12,252,389,939 119.5

建    物 9,995,143,690 35.9 9,865,041,676 61.5 130,102,014 1.3

構 築 物 76,545,089 0.3 21,442,777 0.1 55,102,312 257.0

車両及び運搬具 5,553,918 0.0 2,084,586 0.0 3,469,332 166.4

器具及び備品 50,736,925 0.2 53,927,073 0.3　△ 3,190,148　△ 5.9

土    地 12,373,952,000 44.5 72,579,000 0.5 12,301,373,000

建設仮勘定 0   0 234,466,571 1.5　△ 234,466,571 100 

無形固定資産 3,385,684,723 12.2 3,389,597,723 21.1　△ 3,913,000　△ 0.1

借 地 権 3,369,230,774 12.1 3,369,230,774 21.0 0 0　

電話加入権 3,630,198 0.0 3,630,198 0.0 0 0　

その他の無形固定資産 12,823,751 0.0 16,736,751 0.1　△ 3,913,000　△ 23.4

投  資  等 414,362,003 1.5 398,283,596 2.5 16,078,407 4.0

投資有価証券 67,717,000 0.2 67,717,000 0.4 0 0　

子会社株式 10,000,000 0.0 10,000,000 0.1 0 0　

差入敷金保証金 193,760 0.0 193,760 0.0 0 0　

繰延税金資産 88,300,943 0.3 70,502,916 0.4 17,798,027 25.2

その他の投資等 340,050,300 1.2 341,769,920 2.1　△ 1,719,620　△ 0.5

貸倒引当金 △ 91,900,000　△ 0.3　△ 91,900,000　△ 0.6 0 0　

27,826,331,106 100　 16,049,933,726 100　 11,776,397,380 73.4

科　　　　　　目
構成比

合　　　　　計

（Ａ） （Β）

－

　増　（△）　減平　成　１２　年　度

（Ａ－Ｂ）

平　成　１３　年　度

率
金　　額金　　額

構成比
金　　額
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（負債及び資本の部） （単位：円、％）

構成比 構成比 (A－B)/B

×100

（負債の部） 17,434,886,686 62.7 5,989,470,200 37.3 11,445,416,486 191.1

流動負債 1,576,866,091 5.7 969,727,050 6.0 607,139,041 62.6

短期借入金 800,000,000 2.9 100,000,000 0.6 700,000,000 700  

未払金 94,252,779 0.3 177,574,033 1.1　△ 83,321,254　△ 46.9

未払法人税等 164,916,300 0.6 197,759,200 1.2　△ 32,842,900　△ 16.6

前受金 221,695,805 0.8 216,337,994 1.3 5,357,811 2.5

預り金 112,877,062 0.4 103,814,439 0.6 9,062,623 8.7

社内預り金 175,727,793 0.6 163,184,387 1.0 12,543,406 7.7

慰労金引当金 7,396,352 0.0 11,056,997 0.1　△ 3,660,645　△ 33.1

固定負債 15,858,020,595 57.0 5,019,743,150 31.3 10,838,277,445 215.9

長期借入金 10,800,000,000 38.8 0   0 10,800,000,000

受入保証金 3,070,388,505 11.0 3,059,902,980 19.1 10,485,525 0.3

敷金 1,752,399,990 6.3 1,769,318,670 11.0　△ 16,918,680　△ 1.0

退職給付引当金 235,232,100 0.8 190,521,500 1.2 44,710,600 23.5

（資本の部） 10,391,444,420 37.3 10,060,463,526 62.7 330,980,894 3.3

資本金 400,000,000 1.4 400,000,000 2.5 0 0　

資本金 400,000,000 1.4 400,000,000 2.5 0 0　

法定準備金 100,000,000 0.4 100,000,000 0.6 0 0　

利益準備金 100,000,000 0.4 100,000,000 0.6 0 0　

剰余金 9,891,444,420 35.5 9,560,463,526 59.6 330,980,894 3.5

退職慰労金積立金 100,000,000 0.4 100,000,000 0.6 0 0　

別途積立金 9,250,000,000 33.2 8,950,000,000 55.8 300,000,000 3.4

当期未処分利益 541,444,420 1.9 510,463,526 3.2 30,980,894 6.1

（うち当期利益） 475,980,894 1.7 438,249,580 2.7 37,731,314 8.6

27,826,331,106 16,049,933,726 11,776,397,380 73.4合　　　　　計 100 100

金　　額科　　　　　目 金　　額

－

（Ａ） （Ｂ） （Ａ－Ｂ）

金　　額

平　成　１３　年　度 平　成　１２　年　度 　増　（△）　減

率
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